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 （続紙 ２ ）                          
 
（論文審査の結果の要旨） 
環境規制と企業の生産性やイノベーションに関するいわゆるポーター仮説が提唱
されて20年以上が経過したが、ポーター仮説に関するサーベイ論文、理論的・実証
的研究は依然として活発に行われている。ポーター仮説を支持する実証的研究が増
加しているとの指摘もあるが、依然として実証研究間の結果にばらつきが大きいと
考える著者は、既往の実証研究にある不整合や間隙を埋める意図を持ち、効率性・
生産性概念を環境を含む概念に拡張しつつ、産業別・国別の実証研究を行い、新た
な知見を付け加えることに成功し、環境政策研究の共通の基礎にもなる学術的貢献
を行った。このことは本論文の基本的特徴であり、高く評価できる。 
 本論文の学術的貢献を示せば、以下のとおりである。 
第1に、ポーター仮説の実証研究においてはとりわけ仮説を実証できるデータを収
集することが容易ではないが、本論文は日本の自動車産業、食品産業、エレクトロ
ニクス産業というデータが収集できた3つの産業を取り上げ、産業別に、生産性に及
ぼす環境規制の影響、環境規制とエコ効率の関係などに関する実証分析を行った。
そこから得られた知見はポーター仮説に関する既往の研究成果を産業レベルで豊富
化させただけでなく、ポーター仮説が適合しやすい産業形態といった視点を提起す
ることにもなる貴重な研究成果である。学術的貢献として、高く評価できる。 
第2に、環境規制が生産性に及ぼす影響に関する産業間比較分析を行い、自動車産
業において、伝統的効率性と環境パフォーマンスとの間にウィンウィンの関係があ
ること、環境的生産性では経済的パフォーマンスと環境的パフォーマンスとの間に
ポーター仮説を支持する結果が得られたことなど他の業種には見られないユニーク
な知見を見出したことである。業種間の違いが生まれる要因については必ずしも明
確ではないが、事実の抽出ということに加えて、多様な生産性指標を用いる意義を
明らかにしたことは評価できる。 
第3に、企業レベル・産業レベルとも異なる一国レベルの生産性という概念を用い
て、その成長に対する気候変動政策の影響を分析し、一般的にはより厳しい気候変
動政策は先進国であると途上国であるとを問わず国の生産性成長を減速させる傾向
にあるが、国によっては国際的な環境規制の強化に対応して執行体制の強化を図り
技術の転換を促すことで、国の生産性を向上させている場合があることを明らかに
したことである。ポーター仮説も厳しいけれども柔軟な環境規制という表現で環境
規制に関する制度設計の重要性を前提にしており、今後さらなる研究が期待される
領域である。 
同時に、本論文は環境規制・政策と生産性や効率性の関係という古くて新しい領
域に関する開拓的な研究であるだけに、今後の研究の進展に俟つべきともいえるい
くつかの課題を指摘することができる。環境規制の強度を測る指標については、環
境費用が生産費用に占める比率を代理指標にしているけれども、生産費用は環境規
制以外の多くの要因によって変化するもので、慎重な検討が必要である。方法論の
選択根拠についてもより明示的な記述が望ましい。また、統計的検証についてもさ
 らなる厳密さが求められるのではないか。 
しかしながら、これらの課題は、著者が効率性や生産性の概念を拡張し、実証的
に明らかにしたポーター仮説の妥当性に関する産業間比較分析の結果、それによっ
てもたらされた貴重な学術的貢献を何ら損なうものではない。 
よって、本論文は、博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
尚、平成25年5月17日、論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果、 
合格と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
